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ポーランド週報 
（２０２４年８月８日～８月２１日） 

令和６年（２０２４年）８月２３日 

H E A D L I N E S 

政治 
ドゥダ大統領は全国ラジオ・テレビ協会（ＫＫＲｉＴ）の任期満了を承認せず 

国民は検察の独立を支持 

ポーランド、夏季五輪開催に意欲 

ポーランド国内の安全保障にロシアが及ぼした影響を調査する国家委員会廃止案に対する拒否権行

使 

宗教教育に関する抗議活動 

バルトシェフスキ外務副大臣の訪日 

ナイジェリアでポーランド人学生及び教員が拘束 

ベラルーシ大統領選挙４周年に関する外務省声明 

パトリオットミサイル防衛システムの生産契約に署名 

セラフィン EU 常駐代表代理の欧州委員会委員への推薦 

ＡＨ－６４Ｅ攻撃ヘリの購入契約に署名 

ポーランド軍記念日のパレード 

未確認飛行物体がオルシュティン近郊に落下 
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経済 
亡くなった配偶者の年金の一部を受領可能とする改正法に大統領が署名 

ユーロ導入に対する支持の低下 

国家復興計画の一環として約４０件の投資案件が発足 

ポーランドは EU 資金の最大受益国 

ポーランドの労働市場における雇用の増加  

ポーランド、輸出の伸びでリード 

ポーランド経済は現在ＥＵで最も急速に成長している 

ポーランド交通ハブプロジェクトに関するＥＵからの支援  

Ｏｒｌｅn 等がＥＵから９００万ユーロ相当の水素プロジェクト助成金を獲得  

原子力発電への資金提供のための法案を準備  

ポーランド最大のエネルギー企業、ロシア産石油からの完全な切り離しに備える 

PGE Baltica、洋上風力発電プロジェクトの技術アドバイザーを選定 

国立研究開発センターが新エネルギー技術に９，２６０万ユーロを充当 

ポーランドの観測衛星の打上げ 

 

治安等 
ワルシャワ発ニューヨーク行きの航空便が爆発物を検知し緊急着陸 

「卵」を用いた自動車窃盗の手口 

ワルシャワ市近郊のショッピングセンターで銃撃事件が発生 

自動車検問を知らせるためハイビームを使用した運転手に罰金 

滞在禁止措置導入後、ベラルーシとの国境における不法な越境の試みが減少 
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大使館からのお知らせ 
ヴロツワフ領事出張サービスのご案内(２０２４年９月１４日（土）） 

能登半島地震災害義援金について（ポーランド国内の口座） 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 

旅券のオンライン申請等の開始について 
大使館広報文化センター開館時間 

文化行事・大使館関連行事 

 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８、 ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ 

http://www.pl.emb-japan.go.jp 

 

政   治 

 

アンジェイ・ドゥダ大統領、全国ラジオ・テレビ協会（Ｋ

ＫＲｉＴ）の任期満了を承認せず【９日】 

 ９日、大統領府はドゥダ大統領が、全国ラジオ・テレ

ビ協会（ＫＫＲｉＴ）の年次報告書の上院・下院による

否決を承認しなかったことを発表した。同報告書は、

６月に上院、７月の下院でそれぞれ否決されたが、

大統領はこの決定を支持せず、承認しなかったため、

同協会の任期は満了しない見通し。 

 全国ラジオ・テレビ協会 ＫＲＲｉＴは、年次報告書を

上院、下院、大統領に提出する。法律に従い、同報

告書が両院で否決された場合、ＫＲＲｉＴ構成員の任

期は最後の採決から１４日以内に満了するが、その

ためには大統領の承認が必要である。 

 

国民は検察の独立を支持【１２日】 

 世論調査機関 IBRiS による調査によると、国民の

約８０％が、法務大臣から検事総長のポストを分離

し、独立させるという法案を支持している。反対はわ

ずか３％。 

 検事総長は２０１６年３月に検察庁改革法案が可

決されて以降、法務大臣が兼任しており、当時から

検察の独立への侵害だという批判があった。法務大

臣と検事総長のポストの分離は２０２３年の総選挙

時、現与党が選挙公約の一つに掲げ、今年７月には

同ポストの分離を定める法案が首相府に提出された。 

  

ポーランド、夏季五輪開催に意欲【１６日】 

 １６日、ドナルド・トゥスク首相は、ポーランドが２０４

０年または２０４４年のオリンピック開催を申請する考

えを記者会見で示した。同首相は、ポーランドがオリ

ンピックを開催する能力を十分に備えており、同国の

スポーツ界はそれを望んでいると述べた。 

  

ポーランド国内の安全保障にロシアが及ぼした影響

を調査する国家委員会廃止案に対する拒否権行使

【１６日】 

 １６日、ドゥダ大統領は、２００７年から２０２２年まで

の間、ポーランドの国内安全保障に対するロシアの

影響を調査するための国家委員会を廃止する法案

に対し拒否権を発動した。 同委員会は、「法と正義」

（ＰｉＳ）政権の下、２０２３年に設立された。 

 同大統領は、ロシアのハイブリッド攻撃を念頭に、

同委員会のポーランドの安全保障上の重要性を強

調し、トゥスク首相が新たに設置したロシア及びベラ

ルーシの影響を調査する委員会について客観性が

欠けていると非難した。なお、下院は、過半数以上

の議員が投票し、そのうち５分の３以上の票数をもっ

て大統領の署名拒否を無効にすることができる。 

  

宗教教育に関する抗議活動【２１日】 

 ２１日、小学校及び中学校における宗教教育実施

要領の変更に反対する抗議デモがワルシャワ王宮

広 場 で 行 わ れ た 。 宗 教 教 育 を 支 援 す る 団 体

（Stowarzyszenie Katechetów Świeckich）が主催した

このデモには数百人が参加した。デモ参加者は今年

９月１日に施行される予定の、各学年において宗教

の授業の受講を希望する生徒数が７名以下であれ

ば、学校は他の学年の宗教の授業と合併させること

ができることを定める新しい規則に反対している。デ

モの主催者である同団体は、この変更により、学校

から宗教の授業が徐々に排除される可能性があると

主張している。

  

内    政 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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バルトシェフスキ外務副大臣の訪日【６～９日】 

 ６日から９日にかけて、バルトシェフスキ・ポーラン

ド外務副大臣が訪日し、村井内閣官房副長官、深澤

外務政務官らと会談した。会談では、ウクライナ復興

に向けて引き続き連携していくことや、インド太平洋

地域情勢について緊密に議論を続けていくことで一

致した。バルトシェフスキ副大臣の訪日は今回が初

で、滞在中は、駐日ポーランド大使館主催の中東欧

地域の安全保障情勢に関するセミナー等に出席した。 

 

ナイジェリアでポーランド人学生及び教員が拘束【８、

９日】 

 ８日、外務省はナイジェリア北部でワルシャワ大学

アフリカ研究学部の学生 6 名及び講師 1 名が拘束さ

れたことを発表し、在ポーランド・ナイジェリア臨時代

理大使を含むナイジェリア当局と連携し、事態の解

明と早期の解放に向けて取り組んでいることを発表

した。また、９日時点で、拘束されていた学生及び講

師は健康状態も良好であり、市内の安全な場所にあ

るホテルに滞在している旨続報があった。 

 

ベラルーシ大統領選挙４周年に関する外務省声明

【９日】 

 ９日、２０２０年のベラルーシ大統領選挙から４年が

経過したのに合わせ、ポーランド外務省は声明を発

表した。声明では、選挙に不正があったとして各地で

大規模な抗議活動を行ったベラルーシ国民を「民主

的法治国家としてのビジョンと信念のために妥協す

ることなく立ち上がった」として称賛し、「欧州民主主

義ファミリーの一員にふさわしいベラルーシ国民との

揺るぎない連帯を表明」した。また、ベラルーシ当局

に対し、全ての政治犯の釈放と罷免を求めるととも

に、国内社会との無条件の対話を行うよう引き続き

求めていくとした。 

 

パトリオットミサイル防衛システムの生産契約に署名

【１２日】 

 １２日、ポーランドの防衛産業大手であるフタ・スタ

ロバ・ボラ社と米防衛産業大手ＲＴＸコーポレーション

との間で、パトリオットミサイル防空システムの一部

として４８基のＭ９０３発射機を生産する契約が締結

された。この生産計画は、ポーランドの防空アセット

を強化するヴィスワ計画の第二段階部分の一環で

ある。コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣は、本

契約がポーランドの安全保障に対する重要な投資で

あると強調した。 

 

セラフィン EU 常駐代表代理の欧州委員会委員への

推薦【１３、１６日】 

 １３日、トゥスク首相は、現在ポーランドの EU 常駐

代表代理を務めるピョートル・セラフィン氏を、欧州委

員会（EC）のポーランド委員候補とすることを発表し

た。アダム・シュワプカ EU 担当相がセラフィン氏を推

薦し、閣僚理事会において全会一致で承認された。

また、１６日、ドゥダ大統領も同氏を委員候補として

承認した。同氏は、２０１４年から２０１９年まで、当時

のトゥスク欧州理事会議長の官房長を務めた。トゥス

ク首相は会見で同氏を「長年にわたり私の側近で右

腕だった」と評し、同氏がヤヌシュ・レヴァンドフスキ

欧州委員の下で、当時のポーランドにとって記録的

な額を確保することができたEU予算策定に従事した

ことを踏まえ、所掌はフォン・デア・ライエン欧州委員

会委員長の差配なるも、「ポーランドにとって重要な

分野である予算を担当する可能性が高いだろう」と

述べた。各国の候補者は、欧州議会の公聴会で欧

州議会議員の承認を得なければならない。また、新

体制の EC は、最終的に欧州議会の投票によって承

認される。 

 

ＡＨ－６４Ｅ攻撃ヘリの購入契約に署名【１３日】 

 １３日、コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣は､

ブレジンスキ駐ポーランド米国大使らとともに、ＡＨ-

６４Ｅ攻撃ヘリ９６機の購入契約に署名した。同契約

は、９６機のアパッチ攻撃ヘリコプターの引渡しのほ

か、ヘリの整備・保守点検、空港及び格納庫機材、

技術支援を含む兵站支援及びパイロット、整備員の

養成、フライトシュミレーターの整備等を含む訓練支

援等の提供をも含み、総額１００億ドルに上る。同契

約を受けて、ポーランドは、米国に次いで攻撃ヘリ運

用数が世界２位になる見通し。 

  

ポーランド軍記念日のパレード【１５日】 

 １５日、ポーランド軍記念日に伴い、ワルシャワ市

内で軍事パレードが開催された。同パレードには２５

００人以上の兵士と２００台以上の軍用車両が参加

し、Ｍ１Ａ１エイブラムス戦車、Ｋ２ブラックパンサー戦

車、ＡＨ-６４アパッチ攻撃ヘリ、Ｆ-３５ステルス戦闘

機など最新の装備が国民に向けて披露された。また、

パレードに先立ち、ドゥダ大統領、トゥスク首相、コシ

ニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣のスピーチがそ

れぞれ行われた。ドゥダ大統領は自らの演説の中で、

国防政策が前政権から引き継がれている点を評価

し、国防大臣と首相に謝意を示した。 

  

未確認飛行物体がオルシュティン近郊に落下【２１日】 

 ２１日夜、オルシュティンの北約 20 キロ地点のドブ

レ・ミアスト市オルチェフ近郊の森にて気球に似た未

確認物体が発見された。物体が落下したとみられる

場所は既に警察によって安全が確保され、今後検察

の監督の下、詳しい調査が行われる予定となってい

る。同市が位置するヴァルミア＝マズールィ県では、

今年３月にも気象観測用気球が落下する事件が

あった。

外交・安全保障 
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亡くなった配偶者の年金の一部を受領可能とする改

正法に大統領が署名【９日】 

 ドゥダ大統領は、高齢者・障がい者給付法改正案

に署名し、これにより、配偶者を亡くした者は自分の

年金だけでなく亡くなった配偶者の年金の一部も受

け取ることができるようになる。残された配偶者は、

２０２５年７月から２０２６年１２月までにおいては亡く

なった配偶者の年金の１５％、２０２７年１月からは２

５％をそれぞれ受け取ることが可能。この改正により、

３倍の最低年金の上限が導入され、現在１，７８０．９

６ズロチ（４１４ユーロ）となっている。従来の制度で

は、配偶者が死亡した場合、残された配偶者は自分

の年金または亡くなった配偶者の年金の８５％のど

ちらかを選択しなければならず、当局によると、この

改正法の目的は、残された配偶者のニーズに対応し、

十分な経済的支援を確保することとしている。 

 

ユーロ導入に対する支持の低下【１４日】 

 Foundation for Economic Freedom （FWG）がポー

ランドのユーロ導入の見方について委託実施した結

果、２０２３年の前回調査と比較すると、数年後の

ユーロ導入に対する支持派は３４．９％から３０．７％

に減少し、反対派は５０．８％から５６．５％に増加し

た。今回の調査では、特に女性のユーロ導入支持率

が大きく低下した。ポーランドではユーロ導入に関す

る多くの懸念が根強く残っており、回答者の半数以

上（５６％）が、数年後にユーロを導入には十分な準

備が整っていないと受け止められている。ユーロ導

入の準備を始めるという提案に反対する回答者は３

２％いた。 

 

国家復興計画の一環として約４０件の投資案件が発

足【９日】 

 基金・地域政策省の発表によると、国家復興計画

（ＫＰＯ）の枠組みの中で、ＫＰＯに割り当てられた総

額の６４．８４％に相当する３８件の投資が発足した。

内訳は補助金分が３２件、融資分は６件である。国

家復興基金は、気候目標（４６．６％）、デジタル移行

（２１．３％）、社会改革（２２．３％）など、EU が優先的

に取り組む分野に使われる。 

 

ポーランドは EU 資金の最大受益国【１３日】 

 １３日にドイツ経済研究所が発表した報告書による

と、２０２３年に欧州連合（ＥＵ）から最も多くの資金を

受け取ったのはポーランドであった。昨年、ポーラン

ドは８２億ユーロ（３５０億ズロチ）を受け取り、２０２２

年、１１９億ユーロ（５１０億ズロチ）を受け取った。ド

イツはＥＵ予算への最大の拠出国であり、１７４億

ユーロを拠出し、２位のフランスのほぼ２倍となった。 

 

ポーランドの労働市場における雇用の増加【１６日】 

 ７月、ポーランドの５０の大手求人ポータルサイトに

掲載された新規求人数は、前年同月比４％増、前月

比９％増の約２９７，８００件で、ソーシャル・メディア

を加えると総数は約３０１，０００件に達した。７月に

最も求人件数が増加したのは、エンジニアリングの３

４，０００件（前年同月比３．１％増）、ＩＴ業の３３，５０

０件（同５．６％増）、物流業の３１，０００件（同１％

増）、製造業の２６，５００件（同１．９％増）、建設業の

２３，６００件（同１．３％増）、貿易業の２１，６００件

（同０．２％減）、金融業の１７，５００件（同１．５％増）

であった。 

 

ポーランド、輸出の伸びでリード【１９日】 

Eurostat がまとめた最新のデータによると、２０２３

年のポーランドの輸出は、モノとサービスの両方で

対前年比２１５億ユーロ増加し、総額４３４０億ユーロ

に達した。専門家は、ポーランドがわずか７年で輸出

額を倍増させたことを指摘し、ポーランド・ズロチが大

幅に上昇し、ポーランド経済の競争力が強化された

だけでなく、記録的な低失業率と急速な賃金上昇に

つながったとしている。専門家はまた、ポーランドは

ドイツに大きく遅れをとっているものの、２０２３年はド

イツ経済にとって停滞の年であり、ポーランドにとっ

てはダイナミックな成長の年であったと指摘している。 

 

ポーランド経済は現在ＥＵで最も急速に成長している

【１９日】 

２０２４年第２四半期、ポーランドのＧＤＰは対前期

比１．５％増加し、Eurostat がデータを収集したＥＵ諸

国の中で最も高い伸びを示した。しかし、驚くほど好

調なのは季節調整済みデータだけではない。中央統

計局（ＧＵＳ）によると、ポーランドの第２四半期のＧＤ

Ｐは前年同期比で３．２％増加した。これは市場予想

を大幅に上回るもので、ドナルド・トゥスク首相はプ

ラットフォームＸに「今年第２四半期のポーランド経済

の成長率には誰もが驚いている。２．７％と予想され

ていたが３．２％だ。ＥＵの主要国を凌駕しており、ド

イツに大差をつけている」と書き込んだ。 

 

 

 

 

経    済 

経済政策 

マクロ経済動向・統計 
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ポーランド交通ハブプロジェクトに関するＥＵからの

支援【２０日】 

 ２０日、ポーランド交通ハブプロジェクト（ＣＰＫ）理事

会メンバーのミハルスキ氏が記者会見で、進行中の

鉄道プロジェクトに対し、ＥＵから総額５億ズロチ（１

億１，７００万ユーロ）の支援を受けたと発表した。当

該資金は、ＥＵの欧州連結基金（ＣＥＦ）による鉄道プ

ロジェクトの実施に充てられると述べた。新中央空港

は、開港当初は年間３，４００万人の旅客に対応する

よう設計され、長期的には市場のニーズや成長予測

に応じた柔軟な拡張が計画されている。２０３２年ま

での概算投資額は１，３１７億ズロチ（３０８億ユーロ）

に設定されている 

 

Ｏｒｌｅn 等がＥＵから９００万ユーロ相当の水素プロ

ジェクト助成金を獲得【１３日】 

 国営石油・ガス企業 Orlen は、１７の国際的パート

ナーからなるコンソーシアムと共に、ＥＵのクリーン水

素パートナーシップから、マゾヴィエツキエ水素バ

レー構造の一環である HySPARK プロジェクトのため

に約９００万ユーロの資金を獲得した。当該資金は、

ワルシャワ・ショパン空港やワルシャワ市内の公共

交通機関システムにおいて水素自動車を製造・試験

するために使われる。HySPARK プロジェクトには、

ARTHUR BUS 社や Quantron 社などの企業との協力

も含まれており、ポーランド中央部における水素配送

網の整備を目指している。 

 

原子力発電への資金提供のための法案を準備【２０

日】 

 政府は、バンド戦略的エネルギー・インフラ担当政

府全権委員の要請に基づき、ポーランド初の原子力

発電所建設に向けて国営原子力発電会社（ＰＥＪ）に

対し、最大６００億ズロチの公的支援を行うため、第

４四半期の採択を目指して関連法案を作成している。

現在、約３０億ズロチであるＰＥＪの株式資本を増や

す計画で、資金は欧州委員会の承認を条件として、

２０２５年から２０３０年の間に支払われ、増資に国債

のような非現金資産が含まれる場合は調整される。

財務省は、同政府全権委員からの提案に基づいて

増資を決定する。原発建設は、２０２８年に開始され、

７年かけて行われる見込み。 

 

ポーランド最大のエネルギー企業、ロシア産石油か

らの完全な切り離しに備える【２０日】 

国営石油・ガス企業の Orlen は、チェコのパイプラ

インインフラの拡張後に行われるであろうロシアから

の石油供給からの完全な独立に備えている、と同社

のＣＥＯが語った。イレネウシュ・フォンファラＣＥＯは

８月１９日、PAP Biznes 紙に「Orlen グループは、現

在チェコ共和国のリトヴィノフにある製油所のみで処

理されているロシアの石油を完全に放棄する準備が

整っている。重要なのはチェコ共和国の送電インフラ

の拡張であり、これがチェコ共和国へのロシア産原

油の輸入を断念する主な制約となっている。」と語っ

た。 

また、同ＣＥＯはポーランドの製油所ではロシアか

らの原油は使用されていないと断言した。「供給を多

様化する際、我々は品質的に安定している原料に

頼っているが、良い収率を達成できるような特性も考

慮している」と同ＣＥＯは述べた。 

 

PGE Baltica、洋上風力発電プロジェクトの技術アド

バイザーを選定【２１日】 

国営電力会社ＰＧＥグループの洋上風力発電所

の運用および保守を行う PGE Baltica は、洋上風力

発電プロジェクトの技術アドバイザーとして、デン

マークに本社を持つエンジニアリング・コンサルティ

ング会社 Ramboll Polska 社を選定した。アドバイザ

リー・サービスは、４年間の契約により、開発、建設、

運営の３つのプロジェクト・フェーズをカバーする。 

ＰＧＥのオフショア・プログラムは、２０３０年までに

バルティカ風力発電所の建設を目指しており、バル

ティカ２とバルティカ３の２段階に分けて開発され、総

設備容量は最大２５０万ｋＷとなる。これらのプロジェ

クトは、デンマークの電力会社 Ørsted 社とのパート

ナーシップにより実施される。さらに２０３０年以降に

は、約０．９ＧＷのバルティカ１風力発電所がＰＧＥの

ポートフォリオに加わる。 

 

 

 

国立研究開発センターが新エネルギー技術に９，２６

０万ユーロを充当【１２日】 

 ポーランド国立研究開発センター（ＮＣＢＲ）は、エ

ネルギー分野の新技術プロジェクトを支援するため、

４億ズロチ（９，２６０万ユーロ）を計上することがわ

かった。ＮＣＢＲによると、その半分の２億ズロチは陸

上・洋上風力エネルギー分野のプロジェクトに割り当

てられ、残りの半分は地熱暖房のエネルギー効率利

用に焦点を当てたプロジェクトに充当される。 

 

ポーランドの観測衛星の打上げ【１６日】 

 １６日、ポーランド最大の衛星・システム・部品メー

ポーランド産業動向 

エネルギー・環境 

科学技術 
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カーCreotech Instruments 社は、SpaceX Falcon 9 ロ

ケットによって観測衛星 EagleEye が地球低軌道に打

ち上げられたと発表した。当該衛星は、同社が率い

る産業・研究コンソーシアムが、ポーランド科学アカ

デミー宇宙研究センター及びポーランドのエンジニア

リング企業 Scanway 社と共同で開発したもので、非

常に優れた解像度で地球を観測することができる。

ポーランドの宇宙産業には４００以上の事業体があ

り、２００以上が欧州宇宙機関（ＥＳＡ）と定期的に協

力し、約１．４億ユーロの契約を結んでいる。 

 

ワルシャワ発ニューヨーク行きの航空便が爆発物を

検知し緊急着陸【１１日】 

 １１日、ワルシャワ発ニューヨーク行きのポーランド

航空ＬＯ１１便が、機内で爆発物を検知する警報が

作動したため、ワルシャワ・ショパン空港に引き返し

て緊急着陸した。その後、原因となった不審物が発

見されたが、爆発物ではなかった。警察は、誤った警

報を引き起こしたとして、２３歳～６０歳の容疑者８人

を逮捕した。 

 

「卵」を用いた自動車窃盗の手口【１２日】 

 １２日、「Ｉｎｔｅｒｉａ ＭＯＴＯＲＹＺＡＣＪＡ」ニュースは、

「卵」を用いた自動車窃盗の手口が最近確認されて

いると報じた。この手口では、まず、自動車の運転手

が車内に入った後、窃盗犯が自動車に卵を投げつ

けてくる。運転手が清掃のため自宅等に戻ったところ、

窃盗犯は、車内に残された貴重品、最悪の場合は

自動車そのものを持ち去っていく。もし自動車に卵が

投げつけられた場合、付近には窃盗犯がいるため、

運転手は、路肩に駐車したままとせず、安全な場所

まで自動車を移動してから卵を取り除く必要がある。

車を離れる場合は、エンジンを切り、ドアを閉め、施

錠してから車を離れなければならない。  

 

ワルシャワ市近郊のショッピングセンターで銃撃事件

が発生【１２日】 

１２日、ワルシャワ市近郊ブルカ・コソフスカに位置

するアジアの輸入品等を扱うショッピングセンターの

飲食店で銃撃が発生し、４２歳のリトアニア人が死亡

した。１５日、警察は、ポズナン市近郊オボルニキで

容疑者の３７歳中国人を逮捕した。一部メディアによ

ると、銃撃は犯罪グループ間の抗争の可能性がある

という。 

 

自動車検問を知らせるためハイビームを使用した運

転手に罰金【２０日】 

 ２０日、警察は、自動車検問を他の運転手に知ら

せるためハイビームを点滅させた（パッシングライト

を行った）として、４０歳の運転手に交通違反で２００

ズロチの罰金を課した。「ｐｏｌｓａｔｎｅｗｓ」が報じた。警

察は、マゾフシェ県の道路で、飲酒運転等を取り締

まるため検問を行っていた。これに気付いた運転手

は、対向車線から来る他の運転手に知らせるため、

ハイビームを点滅させた。警察は、「法律に反する方

法」でハイビームを使用したとして運転手に罰金を課

した。 

 

滞在禁止措置導入後、ベラルーシとの国境における

不法な越境の試みが減少【２１日】 

 ２１日、内務・行政省は、ベラルーシとの国境に滞

在禁止措置を設けた結果、不法な越境の試みが約

７０％減少したと報告した。同省によると、６月１３日

に同措置が導入されたところ、導入前の７０日間は

不法な越境の試みが１３，６７５件であったが、導入

後の７０日間は４，２７６件に減少した。

 

ヴロツワフ領事出張サービスのご案内(２０２４年９月１４日（土）） 

２０２４年９月１４日（土）にヴロツワフ市において、同市周辺に在留、在勤する邦人の皆様のため、在外選挙

人簿登録の申請、旅券（パスポート）の申請または交付、各種証明の申請、戸籍・国籍の届出等を取り扱う領

事出張サービスを実施します。同サービスの利用には予約が必要ですので、当館領事班ウェブサイトをご確認

の上、事前の手続をお願いします。実施日時や会場等は下記のとおりです。  

  

１ 実施日：２０２４年９月１４日（土曜日）  

２ 実施時間：９時３０分から１２時１５分、１３時１５分から１６時００分まで 

３ 会場：Hotel EUROPEUM（ホテル内 会議室） 

４ 住所：ul.Kazimierza Wielkiego 27A, 50-077 Wroclaw 

５ 予約方法や必要書類に関するお知らせ 

  ＊https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100704904.pdf 

 

 

 

治   安   等 

大使館からのお知らせ 

https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100704904.pdf
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能登半島地震災害義援金について(ポーランド国内の口座) 

 令和６年（２０２４年）１月１日に発生した能登地方を震源とする地震で被災された方々を支援するための災害

義援金について、ポーランド国内の口座についても開設しているところ、下記のとおりお知らせいたします。 

  

1 ズロチ口座 

 銀行名：  BANK POLSKA KASA OPIEKI SPÓŁKA AKCYJNA 

 住所  ：  ul. Żubra 1, 01-066 Warszawa 

 口座名：  AMBASADA JAPONII 

         ul. Szwoleżerów 8, 00-464 Warszawa 

  口座番号：02 1240 6292 1111 0011 3418 0435 

  

2 ユーロ口座 

 銀行名： BANK POLSKA KASA OPIEKI SPÓŁKA AKCYJNA 

 住所 ：  ul. Żubra 1, 01-066 Warszawa 

 口座名： AMBASADA JAPONII 

          ul. Szwoleżerów 8, 00-464 Warszawa 

 口座番号：91 1240 6292 1978 0011 3418 0103 

  

（注１）上記の口座に振り込みいただいた義援金につきましては、取りまとめの上、日本政府宛に送金された後、

被災者に分配されることとなります。 

 また、特に御希望がある場合には日本赤十字社宛に送金することも可能です。その場合は、送金情報の備

考欄に「To Japanese Red Cross Society」と記載してください（記載がない場合には、日本政府宛として受け付

けます。）。 

（注２）被災地の各地方公共団体においても、義援金受入口座を開設しておりますので、各地方公共団体の

HP を御確認ください。 

 なお、石川県の災害義援金情報は以下のリンクにより御確認ください。 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/suitou/gienkinr0601.html 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

１ 外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に、日頃から注意を怠らないようにする。 

２ 以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピング・モール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

３ 上記２の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにその場

を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意を払う。 

４ 現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

５ 不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

テロ・誘拐対策に関しては、以下も併せて参照してください。 

（１）パンフレット「海外へ進出する日本人・企業のための爆弾テロ対策 Q＆A」 

（パンフレットは、https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html に掲載。） 

（２）パンフレット「海外旅行のテロ・誘拐対策」 

（パンフレットは、http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html に掲載。） 

（３）ゴルゴ 13 の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/suitou/gienkinr0601.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html
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（マニュアルは、http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html に掲載） 

６ テロの類型別留意事項は以下のとおりです。 

【車両突入型テロ】 

●ガードレールや街灯などの遮へい物がない歩道などでは危険が増すことを認識する。 

●歩道を歩く際はできるだけ道路側から離れて歩く。 

【爆弾、銃器を用いたテロ】 

●爆発や銃撃の音を聞いたら、その場に伏せるなど直ちに低い姿勢をとり、頑丈なものの陰に隠れる。 

●周囲を確認し、可能であれば、銃撃音等から離れるよう、低い姿勢を保ちつつ速やかに安全なところに退

避する。閉鎖空間の場合、出入口に殺到すると将棋倒しなどの二次的な被害に遭うこともあるため、注意が

必要。 

●爆発は複数回発生する可能性があるため、爆発後に様子を見に行かない。 

【刃物を用いたテロ】 

●犯人との距離を取る。周囲にある物を使って攻撃から身を守る。 

【イベント会場、空港等の屋内でのテロ】 

●不測の事態の発生を念頭に、出入口や非常口、避難の際の経路等についてあらかじめ入念に確認する。 

●会場への出入りに際しては、混雑のピークを外し、人混みを避ける。 

●セキュリティが確保されていない会場の外側や出入口付近は危険であり、こうした場所での人混みや行列

は避けるようにする。空港等では、人の立入りが容易な受付カウンター付近に不必要に近寄ったり長居した

りすることはせず、セキュリティ・ゲートを速やかに通過する。 

●二次被害を防ぐため、周囲がパニック状態になっても冷静に行動するよう努める。 

 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

 外務省では、２０２１年７月から、日本のＮＰＯ５団体と連携し、在外邦人の皆様がＮＰＯ団体にチャットやＳＮＳ

を通じて直接相談することを支援する取り組みを開始しました。下記リンク先よりＮＰＯ５団体の取組などが紹

介されておりますので、ご関心のある方は是非ご活用下さい。 

（外務省海外安全ＨＰ） https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.htmｌ 

 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。共にオンラインでの提出・登録が可能です。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事

館からの連絡を受け取ることができます。また、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておく

ようにしてください。 

また、「在留届」をご提出いただいた方におかれましては、ご帰国やお引っ越し、ご提出いただいた記載内容

に変更があった場合には、「変更届」や「帰国・転出届」の提出をお忘れなくお手続き下さい。 

下記リンク先から「在留届」の提出及び「たびレジ」に登録することができます。 

（在留届）  https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html 

（たびレジ） https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 
成年年齢が２０歳から１８歳に引き下がる民法の改正（平成３０年）に伴い、旅券法の一部改正を行った

ことにより、令和４年４月１日以降、有効期間が１０年の旅券の申請可能な年齢及び、旅券発給申請に当た

り親権者の同意が不要となる年齢が１８歳以上となります。 

 

旅券のオンライン申請等の開始について 
２０２３年３月２７日から旅券の申請手続きをオンラインで行うことができるようになりました。オンラ

イン申請を行っていただければ、在外公館に来館する必要はなくなりますので、是非ご活用下さい。オンラ

イン申請を行うためには、スマートフォンへの在留邦人用旅券申請アプリのインストールやオンライン在留

届（ＯＲＲネット）への登録が必要となります。なお、新規旅券の受取は、引き続き当館に来ていただく必

要がありますのでご留意下さい。 

詳細：https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf 

 

 

 

http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html
https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf
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〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 

平日 ９:００ – １２:３０及び１３:３０ – １７:００ 

 

問合せ 先：在ポーラン ド日本大 使館広報文化 セン ター（電話 ： ２ ２-５ ８４- ７３ ００ 、E メール： info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

 

〔開催中〕展覧会「BACKGROUND」【５月１７日（金）～９月１５日（日）】 

クラクフ市の日本美術技術博物館Mangghaにて、展覧会「BACKGROUND」が開催中です。浮世絵をはじめ、伝統

文化の作品と現代のポップカルチャーの作品の背景や歴史を紹介する展覧会です。入場は有料です。 

開催場所： Muzeum Sztuki i Techniki Japońskiej Manggha, Kraków 

 

〔開催中〕教育美術展「広重～浮世絵の世界への旅～」【４月２８日（日）～１１月３日（日）】 

クラクフ市の日本美術技術博物館Mangghaにて、教育美術展「広重～浮世絵の世界への旅～」が開催中です。

浮世絵の作り方を紹介する教育美術展で、来場者はワークショップに参加も可能で、歌川広重氏の作品とそ

の浮世絵のアニメーションプロジェクトに参加することもできます。入場は有料です。 

開催場所： Muzeum Sztuki i Techniki Japońskiej Manggha, Kraków 

 

〔開催中〕アートプロジェクト「･･･山の浸透３３０･･･」【８月１１日（日）～１１月３０日（土）】 

クラクフ市のコシチュシコ山にて、アートプロジェクト「・・・山の浸透３３０・・・」が開催中です。日本とポーラ

ンドの文化における山のイメージなどを紹介する展覧会及びアートプロジェクトです。入場及び参加費は無

料です。 

開催場所： Kopiec Kościuszki, Kraków 

 

〔予定〕クロトシン日本デー２０２４【９月５日（木）～６日（金）】 

クロトシン市立図書館にて、「クロトシン日本デー」が開催されます。日本文化を紹介するイベントで、様々な

ワークショップや展示会などが予定されています。入場及び参加費は無料です。 

開催場所： Krotoszyńska Biblioteka Publiczna im. Arkadego Fiedlera, Krotoszyn 

 

〔予定〕国際相撲選手権大会２０２４【９月７日（土）～８日（日）】 

ポーランド相撲協会にて、「国際相撲選手権大会２０２４」が開催されます。観戦者の入場は無料です。 

開催場所： Hala Sportowo – Widowiskowa,  Olimpijska 10, Krotoszyn 

 

文化行事・大使館関連行事 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

